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第 1章

日米経済安全保障政策の
政策的意義



近年、経済安全保障という概念が生まれ、日米両国が経済と伝統的なハード・パワーによ
る国家安全保障の概念との結びつきを強める中で、日米同盟は紛れもなく最も緊密な時代
を迎えている。日米両国は、台頭する中国、そしてパンデミックや気候変動といったグロ
ーバルなリスクによって引き起こされるインド太平洋における共通の課題に対処するた
め、経済安全保障を引き続き重視すべきである。

以下のセクションでは、各論文に含まれる政策的含意について詳しく述べたい。

「経済安全保障での共通のきずなを検証」

後藤志保子、ルーカス・マイヤーズ
● 日米両国は協力して次世代技術の開発を進めるべきである。市場経済が主体の両国は、

国家介入色をますます強める対抗勢力と向かい合っており、官民あげての協力体制の構
築を進めていかねばならない。両国はまた、競争優位にある主要分野を特定し、互いの
関係を活用しながら相互に有利な形で発展を図っていかねばならない。

● 半導体サプライチェーンのデリスキング（リスク回避）に目途をつけた後、日米同盟に
とっての次なる目標は、レアアース、コバルト、ニッケルなど、重要鉱物に関するサプ
ライチェーンのデリスキングである。

● 東南アジアは経済的な影響力をめぐり中国と競争を繰り広げる重要な地域となろう。日
本は歴史的にも東南アジア諸国にとっての友好的なパートナーであり、他方、米国は地
域の安全保障では圧倒的な存在感を保っている。しかし、主に貿易面では米国の経済的
影響力に限度があることから、日米同盟がもつ比較優位を最大限に活かしながら、この
地域での中国との競争に共同で対峙していかねばならない。

● 経済安全保障に関し、日米両国は戦後の経済秩序をベースとしながら更に発展させるビ
ジョンを描いている。インド太平洋において、日米両国はこれまでの関係、投資、政策
イニシアティブを活用し、秩序構築に共同で関与する絶好の機会を手にしていると言え
よう。
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「進化する米国の対中経済戦略アプローチ」

ウォルター・ハドソン
● 「スモールヤード・ハイフェンス（特定の先端技術の厳重な管理）」と「（重点分野に特
化する）産業戦略」のどちらの戦略アプローチを採用するにせよ、米国の経済戦略は柔軟
性をもち、現実的で、かつ高い適応力を備えておくべきである。

● 米国の経済戦略は、各機関や政権の浮沈から影響を受け、さらに、政治状況や国際環境に
適応しつつ時とともに変化や進化をしていくと言えよう。戦略が固定されることはめった
にない。

● 昨今の米国による経済戦略に絡む発信は緊張を生み出しかねない。米国はこのことには留
意しておくべきである。力強い「産業戦略」に向けた動きは、見る人の多くに、政権は
「秩序への回帰」という公約から離れ、国益重視の、場合によっては取引を強要するよう
な経済運営にシフトしているように映るかもしれない。

● 経済的利益と国家安全保障上の懸念が一つになることは、米国ではここ数十年見られなか
ったことである。こうした考え方の変化は、米国政策当局による国内政策の取り組み方、
また日本を含む長年の同盟国や権威主義的な政権との外交戦略の策定面に重大な影響を与
えることになる。

「日本は経済安全保障をどう位置づけるか」

大澤淳
● 日米両国は、経済安全保障の領域で中国に対抗する必要上、連携を深めている。このこと

は、日本にとって国家安全保障の考え方や受け入れ方が大きく変わることである。残され
た課題も多くあるが、中国から自国経済を守ることを考えるのであれば、日米両国は互い
に安心感を得るために、相互信頼関係を築くことが大切である。

● 両国は、国力の源泉である基幹技術を守るため、サイバー防衛分野での協力を強化すべき
である。

● 両国は、協力して国家安全保障や経済活動の基盤である基幹インフラを中国のサイバー攻
撃から守るべきである。

● 両国は、協力して戦略物資やサプライチェーンの途絶に対する脆弱性を軽減すべきであ
る。
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「サプライチェーンの強靭性とイノベーションへの課題」

戸堂康之
● 経済安全保障は、政府、民間セクター、利害関係者などの幅広い立場から、国家安全保障

のニーズと経済成長のバランスを取る必要がある。サプライチェーンの確保には、両国政
府ともに国内外の状況に目を向けることが必要である。

● 日米両国は、多国間の枠組み（例えば G7 、 IPEF （繁栄のためのインド太平洋経済枠組
み）、 SCRI （サプライチェーン強靭化イニシアティブ））を通じ、サプライチェーンの
多元化につながり中国依存に代わるようなフレンドショアリング（同盟国・友好国との経
済関係強化）に投資すべきである。

● 「ナレッジ・フレンドショアリング」を通じ、国際的な研究協力の促進や、競争力の維持
に不可欠な技術開発の加速が可能となる。
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第 2章

前を向いて
マーク・アンドリュー・グリーン：ウィルソン・センター会長兼 CEO 、元大使兼
元下院議員
ワシントン DC
2023 年 7月



世界的な新型コロナ感染拡大による混乱の中、独断的で攻撃的な中国への懸念が高まってい
る。こうした状況下で、国家安全保障の観点から経済的利益を確保することは、日米両国の
政策当局にとって重要な課題である。このレポートは、経済安全保障に関する日米共通の関
心事を探り、二国間協力における潜在的な課題を検証し、日米同盟と二国間パートナーシッ
プの強化に向けた先進的な政策面での解決策を提案するものである。
真の友好とは、共通の価値観と信頼によって成り立つものである。日米両国は、経済安全保
障を重視する必要性について見解を共有しているだけでなく、共通の目標を達成するための
緊密な連携についても準備に怠りはない。ウィルソン・センターは、連邦議会公認の学術主
導型シンクタンクとして、地経学的な現実の変化を読み解き、今後の道筋についての見解を
提供する独立した超党派の分析を提供する、ユニークな存在である。
このレポートは、米国国務省の在日米国大使館から多額の資金援助と支援を受け、 1 年間に
わたる調査プロジェクトの集大成としてまとめたものである。このプロジェクトを通じて受
けた支援に感謝したい。同時に、日本側のパートナーである笹川平和財団、早稲田大学、中
曽根平和研究所の協力なしでは成し得なかったプロジェクトでもある。日米同盟は過去 72
年の歴史で今ほど盤石な時期はないと言えるが、そうした中で、このレポートの 4 つの論文
は、日米の経済安全保障協力を拡大し強化する方策を提言している。いくつかの立場の違い
は残るものの、日米両国は、いかなる威圧や侵略もない、自由で開かれた豊かなインド太平
洋、という目標を共に掲げている。日米両政府が共に経済安全保障面で協力することで、こ
のビジョンを確実に実現することができるだろう。
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第 3章

経済安全保障での共通の
きずなを検証
後藤志保子：ウィルソン・センター地経学・インド太平洋事業担当ディレクター兼アジアプログラム副ディレクター
ルーカス・マイヤーズ：ウィルソン・センターアジアプログラム東南アジア担当シニ
アアソシエイト



要約
新型コロナの世界的な感染拡大による混乱と中国による経済的威圧を受け、日米両国は、経
済と安全保障を一体化したいわゆる「経済安全保障」を取り入れている。これによって日米
同盟に新時代が開かれ、これまで両国間で意見が分かれていた経済問題にも協力という選択
肢が広がった。両国は、関係を深める経済安全保障政策の重要な目標として、強靭なサプラ
イチェーンと信頼の強化を急ぎ定めた。
しかし、協力の妨げとなる相違点も引き続き残っている。第一に、米国が貿易協定に消極的
であり、このことが米国の中国に対する対抗力の妨げになっている。第二に、日本の政策当
局や企業は、米国の保護主義的な経済政策が日本からの対米投資に悪影響を及ぼすことを懸
念している。第三に、日本が主要分野で中国市場からのデカップリング（切り離し）に消極
的であるため、中国からのデリスキングに関しては両国間で隔たりが残っており、長期的に
は深刻な暗礁に乗り上げる可能性がある。
とはいうものの、全体的な日米の同盟関係は、ここ数十年で最も良好な状態であることに間
違いはない。経済安全保障における互いの利益に支えられた日米両国は、インド太平洋での
協力を拡大できる絶好のポジションにおり、自由で開かれた経済秩序を軸に、世界で最も急
速に成長しているこの地域をしっかりと支え、安全を確保し、安定させることができる。

政策的含意
 
● 日米両国は、協力して次世代技術の開発を進めるべきである。市場経済が主体の両国は、

国家介入色をますます強める対抗勢力と向かい合っており、官民あげての協力体制の構築
を進めていかねばならない。両国はまた、競争優位にある主要分野を特定し、互いの関係
を活用しながら相互に有利な形で発展を図っていかねばならない。

● 半導体サプライチェーンのデリスキングに目途をつけた後、日米同盟にとっての次なる目
標は、レアアース、コバルト、ニッケルなど、重要鉱物に関するサプライチェーンのデリ
スキングである。

● 東南アジアは経済的な影響力をめぐり中国と競争を繰り広げる重要な地域となろう。日本
は歴史的にも東南アジア諸国にとっての友好的なパートナーであり、他方、米国は地域の
安全保障では圧倒的な存在感を保っている。しかし、主に貿易面では米国の経済的影響力
に限度があることから、日米同盟がもつ比較優位を最大限に活かしながら、この地域での
中国との競争に共同で対峙していかねばならない。

● 経済安全保障に関し、日米両国は戦後の経済秩序をベースとしながら更に発展させるビジ
ョンを描いている。インド太平洋において、日米両国はこれまでの関係、投資、政策イニ
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シアティブを活用し、秩序構築に共同で関与する絶好の機会を手にしていると言えよ
う。 1951 年の発足以来、日米同盟は伝統的な安全保障の概念、主にハード・パワーを中心に
据えてきた。当初は共産主義拡大の脅威に対抗し、現在は核武装化する北朝鮮や、台頭し主
張を強める中国に起因した新たな脅威に直面している。しかし現在、日米両政府は、新型コ
ロナの世界的な感染拡大や中国の経済的威圧による混乱を契機に、もはや政策面では経済と
国家安全保障は切っても切れないものとの認識を共有するに至っている。
繁栄を確かなものにし、迫り来る脅威から身を守り、自由で開かれたインド太平洋を発展さ
せるためには、日米両国は緒についたばかりの経済安全保障協力を土台とし、考え方の違い
から生じる課題を克服し、これまでの国家安全保障の概念と同様に経済でも結びつくように
なってきた同盟関係に向けて、道を切り拓く共通の政策課題を推進していかねばならない。

「経済安全保障」の出現
2020 年の新型コロナの世界的な感染拡大以前は、貿易不均衡が日米間の最大の摩擦要因の一
つであった。経済がサービスや金融ドリブンなものへと時間をかけて変化していく中で、米
国の製造業は、グローバル経済での優位性や世界中の先端技術の将来を切り拓く役割があっ
たにも関わらず、同国の競争力を決定付ける上では後回しにされてきた感があった。日本と
の関係では、財の貿易赤字、とりわけ自動車産業での赤字が、明らかに両国関係に大きな影
響を与える長年の棘になっていた。
しかし、昨今の国際情勢の激変によって、「経済安全保障」という名のもとに、日米の協力
関係は再び活発化してきた。新型コロナによる混乱によって、世界最大と第 3位の経済大国
間の関係は根本的に変容を遂げた。同時に、国家安全保障上の懸念は、国内の強靭性を高め
る一連の努力の結果、経済的利益と一体化している。米国では、新型コロナの感染拡大によ
って、医療品から建築資材、情報技術製品の部品に至るまで権威主義国家での生産に過度に
依存すると自国の強靭性が損なわれる可能性があることが明らかになった。一方、日本では
中国への過度な依存がもたらすリスクは、すでに周知のものであった。日本政府による尖閣
諸島の国有化に対抗して、中国政府が 2010 年にレアアースの輸出を禁止したことは、日本の
対中経済関係の歴史の中で決定的な出来事となった 1 。
経済安全保障とは、国内政策と外交政策の課題が相互に絡み合っていることをよく認識した
上で、経済を国家安全保障政策に積極的に取り入れることであろう。このように経済と国家
安全保障は一体化しているという認識に立つことで、リスクもメリットも見えてくる。リス
クとは新型コロナの感染拡大によるサプライチェーンの混乱や中国の競争相手国への威圧的
な経済政策であり、メリットとは重要資材や製品を国内生産するための投資が一挙に復活す
ることである。とりわけ米国にとって、経済安全保障のもとでは、従来以上にトップダウン
的なアプローチが経済運営に求められることを意味するが、これは米国が従来とってきた市
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場こそが成長原動力であるという考え方に全く逆行するものである。新時代の日米関係で
は、市場シェアをめぐる競争や主要産業の利益追求は、もはや二国間の貿易関係を動かす力
ではなくなっている。むしろ、新たなリスクをヘッジして安定的な成長を実現するという経
済的利益を共有することが、二国間の関係を強化する原動力となっている。新型コロナとの
戦いにおいて、医療機器などの重要物資へのアクセス確保に奔走したり、ハイテク製品では
製造、出荷から配送に至るまで遅延に巻き込まれたりした。感染拡大による国境封鎖や経済
活動の停止を回避できた国はなかった。世界各国は、グローバルな統合によって効率と競争
力は向上するものの、将来の予期せぬ混乱に立ち向かう力を高める強靭性の確保こそが、国
にとって今後避けては通れないものであることを学んだ。
新型コロナの世界的な感染拡大を受けて世界経済が事実上停滞して 3 年が経過した。こうし
た中で、日米両国は単に将来の混乱を見越して協力し合うだけでなく、法の支配とインド太
平洋の安定に向けた共通のコミットメントの下で相互の経済安全保障上の利益を追求するこ
とで、これまで以上に緊密で協調的な経済パートナーシップを構築している。両国はますま
す協調して行動を共にしており、特に強靭性と信頼を軸とした共通の経済的利益を高める政
策や枠組みを明確にして展開するという積極的な役割を担っている。

強靭性と信頼がもつ価値に対する認識の共有化
サプライチェーンは、日米両国にとって経済安全保障の重要かつ喫緊の課題として浮上して
きた。 20 世紀後半の数十年間で、多国籍企業は低コストの追求を背景に費用対効果と効率性
の高いサプライチェーンを築きあげてきた。しかし、新型コロナにより予期しなかった長期
的な混乱が発生したことで、地政学的リスクへの配慮の欠如が大きなマイナスになることが
わかった。特に、中国の製造業への過度な依存は壊滅的な影響をもたらした。同国の「ゼロ
コロナ政策」によって、広大な地域でのロックダウンが発生したためである 2 。その結果、サ
プライチェーン全体に深刻な遅れが発生し、インフレにもつながった。
バイデン政権は 2021 年 6月までに、半導体製造、大容量バッテリー、重要鉱物、医薬品の 4
分野を、サプライチェーンの強靭性を図るための重要分野として特定した 3 。日本もこの 4分
野を、自国の経済的強靭性を高めるために不可欠な分野として特定している。
米国政府にとって、サプライチェーンは今や国家の安全保障の最前線に位置している。ウォ
ルター・ M ・ハドソン氏が「進化する米国の対中経済戦略アプローチ」で述べているよう
に、産業政策と経済に対するそれまでのハンズオフ（直接関与しない）アプローチから、経
済安全保障を含んだ国家戦略として包括的に捉えるアプローチへの転換は、米国では顕著な
考え方の変化であり、超党派で支持されている。
一方、日本政府もまた、サプライチェーンの混乱という当面の課題だけでなく、国内経済の

10



強靭性や競争力という長期的な課題に対応するため、さらに包括的な戦略の策定を始めた。
大澤淳氏が「日本は経済安全保障をどう位置づけるか」の中で提起しているように、日本が
中国に対してより開かれた競争力を持つ方向にシフトしていることも、経済安全保障の実現
に向けて日本が真剣に取り組んでいることと同様に重要である。
日本にとって、経済的利益は地域の安定と安全保障という外交政策目標を推進する上で不可
欠な役割を担っている。岸田文雄首相が就任後、最初に着手したことのひとつに、 2021 年
10月の経済安全保障担当相の任命があった。さらにその後、グローバル経済における日本の
長期的競争力を確保するため、基幹インフラ、技術力、サプライチェーンの確保を目的とし
た経済安全保障推進法を 2022 年 5月に成立させた 4 。 2022 年末に国家安全保障戦略が発表
されるかなり前から、国会で国家安全保障法案が審議されたという事実は、日本が単なる成
長促進のためではなく、地政学的な緊張を乗り切る手段として経済安全保障に重点を置いて
いる証左でもある。
中国に対する安全保障上の利益と経済的な強靭性の向上を同時に達成するという二重戦略の
アプローチは、米国内の半導体研究・製造に 530億ドル近くを提供することを目的とした
2022 年 8月の CHIPS ・科学法 5 を筆頭にした米国政府の経済安全保障に対するアプローチ
と歩調を合わせるものである。
CHIPS ・科学法や日本の経済安全保障推進法からは、日米両国が懸念を共有しているだけで
なく、現行の世界経済秩序が直面しているシステミックな脅威についても、認識を共有して
いることが明らかになっている。例えば、 2022 年 7月に開催された日米経済政策協議委員
会（経済版「 2+2」）の第 1回閣僚会合では、日米両国が新型コロナ後の世界的な経済成長
を促すだけでなく、ミドルクラスを押し上げる経済拡大を確保するためのグローバル・モデ
ルとして役割を果たすコミットメントをも共有していることが明確にされた 6 。

経済安全保障リスクの認識にとどまらない動き
成長が脅かされるリスクとルールに基づく秩序が直面するリスクについての認識を擦り合わ
せてきたことで、日米の二国間関係はかつてなかったほど強固なものになったとも言われて
いるが、それでも将来の進むべき方向を決めることは容易なことではない。
一つは、米国の国内力学が、経済政策の重要な要素である貿易協定から離れてしまっている
ことである。米国は同盟国やパートナー国とともに中国の経済支配や影響力に対抗しようと
する中で、インド太平洋全域で浮上している貿易協定（最も重要なものは、 TPP （環太平洋
パートナーシップ協定）から名を改めた CPTPP （環太平洋パートナーシップに関する包括
的及び先進的な協定））に参加できておらず、その影響力を低下させている。 IPEF によっ
て、米国はルール作りを主導し、デジタル空間などの経済的取り組みに新たな道を開くこと
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ができるかもしれないが、日本や他の国々、特に東南アジア諸国は、インド太平洋における
米国の政策が経済面では影が薄いことに懸念を抱いている。二つ目は、より保護主義的な米
国の経済政策に対して、日本の政策当局にも企業経営者にも懸念があることである。日本や
欧州も、半導体をはじめとする自国の主要産業の成長を強化するために同様の措置をとって
おり、この 1 年間に米国政府が採用した産業政策は、それほど大きな批判を浴びてはいな
い。中国企業に販売される半導体に対する米国の輸出規制の範囲について当初懸念されては
いたが、日本とオランダは規制に参加することで合意している 7 。
しかし、日本側がより懸念しているのは、日本企業の米国内での投資に不利に働く可能性の
ある政策である。確かに、インフレ削減法が米国以外のブランドの犠牲の上に、米国の EV メ
ーカーの振興に重点を置いていることから、同法の税額控除政策に対する日本側の反応は韓
国や欧州に比べてずっと穏やかではあったものの、日本国内では懸念が強まっている８。日米
両国は、中国の威圧に対する経済安全保障の強化という基本的な点では合意しているが、日
米の企業や政府の間には、いまだに友好的ながらも経済的な競争関係があることも忘れては
ならない。
もうひとつのリスクは、日米両国が経済安全保障について共通の立場を決める際、中国に対
する対応方針で足並みが揃わない可能性があることである。現在、日米両国は、中国がその
経済的な優位性を利用して中国政府の立場を貶めた国々に対して懲罰的な行動をとる可能性
があることに警戒をしている。また両国は、先進技術を中国から遠ざけ、中国政府が軍事ま
たは監視の目的で技術を悪用するのを防ぐという点でも同じ立場を取っている。
しかし、日本が中国の怒りを買い、過去には経済的威圧で深刻なダメージを受けたこともあ
ったが、依然として経済的関係を中国とは保ち続けるというのが日本の立場である。日本に
とって、デカップリングは実現可能な選択肢ではなかったのだ。中国との関係を完全に断ち
切って撤退するのではなく、既存の対中投資を維持しつつ、東南アジアやそれ以外の地域へ
の新規投資を促進するという「チャイナ・プラス・ワン」戦略を推し進める方が、中国と付
き合う上で日本にとっては現実的なアプローチなのである。このように、中国政府との関係
を継続することは、日本の指導者にとって経済的な関心にとどまらず政治的な関心でもあ
る。

インド太平洋における経済安全保障上の利益の促進に向けて：政策課題
課題はあるにせよ、日米同盟がグローバルなリスクに直面する中でより緊密な関係を築き、
経済安全保障で協力し合うという新たなコミットメントを享受していることに変わりはな
い。インド太平洋における日米の経済安全保障を強化するためには、特に米国の貿易協定に
代わりその基礎となるべきさまざまな政策課題がある。これには、デリスキングと関連した
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重要技術の開発、中国からの重要鉱物に関わるサプライチェーンのデリスキング、東南アジ
アへの共同支援活動の強化、自由で開かれたインド太平洋の強化などが含まれる。一例とし
て、日米両国が協力して重要技術が中国関係者の手に渡るのを防いでいることは、この問題
に関する強力な協力の基盤があることを示している。しかし、特に次世代技術の共同開発を
進める上で、出来ることはまだ他にも多くある。
日米両国が中国に先行し続けるために、特に必要な分野がいくつかある。例えば、 AI や量子
通信といった重要技術の共同開発は不可欠である。戸堂康之氏が「サプライチェーンの強靭
性とイノベーションへの課題」で論じているように、技術開発のための日米共同の取り組
み、特に「ナレッジ・フレンドショアリング」の促進が鍵となるであろう。さらに、市場経
済が主体の両国は国家介入色をますます強める対抗勢力と向かい合っていることから、日米
両国はクアッドの技術・ビジネス投資フォーラムを二国間バージョンに発展させ、日米企業
間およびそれらにまたがる官民協力をさらに促進すべきである 9 。両国政府と両国の民間企業
がより緊密に連携すれば、中国からのデリスキングや保護主義に関する考え方の違いを埋め
るのに大いに役立つものと思われる。
最後に、日米両国にはそれぞれ競争優位に立つ分野がある。米国にとって、国内製造業を強
化する取り組みには時間がかかるため 10 、日本のノウハウや海外直接投資から恩恵を受ける
ことができるだろう。日本は、大学制度を中心に、技術系スタートアップ企業への支援やイ
ンフラ面では間違いなく遅れをとっている。米国に触発され、より強固なセキュリティ・ク
リアランス制度を導入しようとしている日本の取り組みは、日本が米国から好事例を学んで
いる一例である 11 。技術開発への新たな取り組みによって、日本の経済成長はより幅広く再
活性化し、リスクテイクや職場の多様性の向上にもつながる前向きな社会的変化がもたらさ
れる可能性がある。
第二の課題は、政治的・環境的に機微となる重要鉱物など、先端技術の核となる素材のサプ
ライチェーンにかかわるデリスキングである。 2010 年に中国が日本に対して行ったような制
裁が、台湾をめぐる対立の際に繰り返されることになれば、そのリスクは悲惨なものとなる
であろう。そのため、中国産の重要鉱物への依存を減らすことが何よりも優先される。
中国は、世界経済の将来にとって極めて重要となるいくつかの主要鉱物の採掘と精錬で圧倒
的な強さを誇っている。中国企業は現在、米国と日本が依存度を減らすべく努力しているに
もかかわらず、「世界のレアアース採掘の 63％、レアアース加工の 85％、レアアース磁石
生産の 92％」を占めている 12 。 EV のリチウムイオン電池のコア部品であるコバルトについ
ては、鉱山の 41％、精製所の 73％、そして最終的には EV の 54％が中国国内で生産されて
いる 13 。 EV 生産に欠かせないもう一つの重要な要素であるニッケル生産もまた、中国に独
占されつつある 14 。重要鉱物に対する日米の単独投資や共同投資は、中国優位にあるサプラ
イチェーンをデリスキングできるかの鍵となる次なる一歩である。
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第三に、東南アジアは、インド太平洋の中心に位置する地理的位置、急速な経済成長、そし
て同地域で地位を確立しようとする中国の取り組みの最前線であることから、おそらく中
国、日本、米国の間での「主戦場」となっている点である。東南アジアとの関わりは経済的
な結びつきにとどまらないが、それでも、今後大きな経済的コミットメントなしには発展し
えない。 IPEF の交渉が進むなか、日本は、マレーシア、インドネシア、フィリピンをはじめ
とする東南アジアの主要国が IPEFへの加盟を前向きに検討するように働きかけたが、こうし
たことは、中国からのデリスキングを追求し続ける政策を確固たるものにする際に活きてこ
よう。
しかし、東南アジアのインフラ開発では日本が、また海外直接投資では米国がリードしてい
るのに対し、中国もこの地域でしたたかに競争し成果を上げ続けている。同時に、チャイナ
・プラス・ワンによる技術製造やニッケルやレアアースといった特定の重要鉱物への投資の
主な対象として、東南アジアがますます注目されるようになっている。米国の政治的な状況
から、従来のような貿易協定を結ぶことが難しいと考えられるため、中国に効果的に対抗で
きるかどうかは日米共同イニシアティブ次第ということになろう。
第四に、そして最後に、日米両国は経済安全保障が公正で豊かな秩序を確かなものにすると
みている。 IPEF 、 G7 グローバル・インフラ投資パートナーシップ、ブルードット・ネット
ワーク（高品質インフラの認証メカニズム）、その他の多国間イニシアティブは、インド太
平洋経済秩序の新たなルールを確立するのに役立っている。日米同盟は、中国やその他の修
正主義国家、そして気候変動がもたらす難題にも対処できる公正で公平な地域秩序の構築に
向けての共同戦線として、緊密に連携し続けなければならない。
究極的には、日米両国は経済安全保障戦略の最終目標として「自由で開かれたインド太平
洋」を構想している。しかし、これは現状維持のビジョンではなく、経済秩序を新たな方向
に再構築するためのコミットメントである。ジェイク・サリバン米国国家安全保障担当大統
領補佐官が最近述べたように、「過去数十年間で、（戦後の国際経済秩序の）基盤に亀裂が
生じたことが明らかになった。（・・・）だから今、われわれは新たなコンセンサスを構築
することが求められているのだ」 15 。日米同盟は、ハード・パワー優先の関係から、経済安
全保障をますます協力の要とする関係へと発展してきた。日米両国は、中国による重要技術
の獲得を阻止するという経済安全保障上のパートナーシップをさらに強化する強固な基盤を
有しており、この論文で概説した 4 つの政策分野は、連携強化への道を開くものである。同
時に、両国は、特に中国や保護主義において時として意見の相違があることを認識しておか
なければならない。日米両国がインド太平洋における経済安全保障協力を引き続き深化させ

14



ることができれば、世界最大と第 3位の経済大国は、自由で開かれた経済秩序を軸に、世界
で最も急速に成長しているこの地域をしっかりと支え、安全を確保し、安定させることがで
きるだろう。

表明された見解は執筆者個人のものであり、米国政府またはウィルソン・センターの見解を代表するものではない。
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第 4章

進化する米国の対中経済戦略
アプローチ
ウォルター・ M・ハドソン：元米陸軍大佐、国防総合大学アイゼンハワー国家安全保
障資源戦略学校准教授



要約
米国は近年、経済安全保障に対する戦略的な見直しを行い、地経学的なアプローチに取り組
もうとしている。中国の台頭を受け、また経済的な考慮が国家安全保障上の懸念と表裏一体
であるという認識によって、米国の経済戦略策定への取り組みは、「スモールヤード・ハイ
フェンス」アプローチと「産業戦略」アプローチという 2 つのバリエーションを持つ共通テ
ーマに沿って発展している。
1 つ目のアプローチは、中国に対する「投資、連携、競争」という戦略的な軸に沿って展開
し、米国とその同盟国やパートナー国に有利な国際秩序を構築しようとする特徴がある。同
時にこの戦略は、特に中国が現在の秩序の中で責任ある行動主体として振る舞うならば、経
済的交流への扉をオープンなままにしておくとしている。
2 つ目の、もう一段踏み込んだアプローチは、 2022 年に政権がその姿勢を強めるにつれて展
開されたものである。特に米国は現在、国内投資を進めると同時に、中国が最先端重要技術
にアクセスすることを防ぐことで、技術面で中国に対する優位性を維持しようとしている。
これはある意味では、中国や他の修正主義国家、特にウクライナへの不当な侵攻を行ったロ
シアがもたらした大きな問題への対抗策でもある。重要なことは、「産業戦略」アプローチ
には、戦後の国際経済秩序で見られたこれまでの構造に異を唱え、産業政策に積極的な関与
を行う姿勢も盛り込まれていることである。
「ピーク・チャイナ」をはじめとする議論は依然として続いているが、これまで別々に分か
れていた経済政策と安全保障政策の一体化は、米国の戦略における新時代の到来を告げるも
のである。

政策的含意
● 「スモールヤード・ハイフェンス」と「産業戦略」のどちらの戦略アプローチを採用する

にせよ、米国の経済戦略は柔軟性をもち、現実的で、かつ高い適応力を備えておくべきで
ある。

● 米国の経済戦略は、各機関や政権の浮沈から影響を受け、さらに、政治状況や国際環境に
適応しつつ時とともに変化や進化をしていくと言えよう。戦略が固定されることはめった
にない。

● 昨今の米国による経済戦略に絡む発信は緊張を生み出しかねない。米国はこのことには留
意しておくべきである。力強い「産業戦略」に向けた動きは、見る人の多くに、政権は
「秩序への回帰」という公約から離れ、国益重視の、場合によっては取引を強要するよう
な経済運営にシフトしているように映るかもしれない。
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● 経済的利益と国家安全保障上の懸念が一つになることは、米国ではここ数十年見られなか
ったことである。こうした考え方の変化は、米国政策当局による国内政策の取り組み方、
また日本を含む長年の同盟国や権威主義的な政権との外交戦略の策定面に重大な影響を与
えることになる。

2022 年春、日本では国会で経済安全保障推進法が可決された。これは 4 部構成からなる包括
的な経済戦略で、指定された戦略的資源の強靭なサプライチェーンの確保から、先端技術の
研究開発資金の提供まで、さまざまなテーマを網羅している 16 。これに対し、米国では通常
このような経済戦略を立てることはあまりないし、簡単には行わない。米国の経済政策（経
済問題に関する幅広いパラメーターを設定するもの）は頻繁に打ち出される。しかし、経済
戦略も含めて、戦略は「戦略的環境において国家の利益を保護または増進する効果を生み出
す」ことを目的としている 17 。戦略とは、より意図を持ち、方向を示し、はっきりとしたも
のである。
事実、長期的な経済戦略、特にライバル国に焦点を当てた戦略は、一般的には米国が経験し
たことのないものであった。冷戦時代、ソ連との戦略的競争は圧倒的に軍事的な側面が強
く、経済的な側面は後回しにされることが多かった。当時、米ソ間の経済的交流は限定的で
あったことを考えれば、それも無理ではなかった。経済的競争に対処するのも、米国の国内
への配慮から一筋縄ではいかない。米国の行政府は、軍事的・外交的には戦略を主導するか
もしれないが、大統領の軍最高司令官としての権限と外交上の優位性に比べれば、経済をコ
ントロールする権限は法律と憲法によってかなり制限されている。また財政政策は最終的に
連邦議会が、金融政策は独立した連邦準備制度理事会（ FRB ）が指示するものである。経済
戦略には、大統領や政権が軍事面や外交面に重点を置いた戦略を立てるときには生じないよ
うな、構造的な限界がもともと存在する。
しかし、時代は変わり、米国の戦略地政学的発想が、たとえ主流ではないにせよ、これまで
以上に経済を重視した戦略へシフトする新時代の幕開けなのかもしれない。あるいは、それ
は「地経学的」戦略と呼ぶべきものかもしれない 18 。現米国大統領の政権がここ 1 年ほどの
間に打ち出してきたことは、まさに経済を戦略として位置づける試みであり、ライバル国の
中国に的を絞ったものだと考えるべきであろう。こうした取り組みは、突然出て来たもので
はない。前政権からの継続的な課題やテーマを部分的に継承しながらも、徐々に姿を現して
きたものである。

現政権の経済戦略アプローチを検証
この取り組みは、主要な戦略文書を見直すことで、さらには 2022 年春から始まる政権幹部に
よる数多くのスピーチを検証・評価することで、確認することができる。政権幹部のスピー
チによって政権の動向を予測することは、どう見てもベストな方法ではない。そうしたスピ
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ーチは演説者の特定の意図のもとに行われ、演説者はしばしば聴衆や聴衆自身の意図を考慮
に入れてスピーチを行うものだからだ。それでも、長期間にわたってなされるスピーチは、
政権の立場や戦略を見通す手がかりとなるばかりでなく、それらを分析する上での貴重な情
報源となり得るものである。
経済戦略へのシフトが最初に垣間見えたのは前政権時代である。前政権の 2017 年版国家安全
保障戦略（ NSS ）の「Ⅱ章：米国の繁栄の促進」の題辞として、「経済安全保障は国家安全
保障である」と記されていた 19 。現政権の 2022 年版 NSS ではさらに踏み込み、中国を最大
の経済的ライバルと明確に位置づけ、 3 つの柱からなる経済戦略アプローチを打ち出した。
まずは米国の強みを築くために国内に投資すること、次に同盟国やパートナー国と連携して
取り組むこと、そして中国と責任を持って競争することである 20 。確かに抽象的で、おそら
く意図的に曖昧にしたのだろうが、この「投資、連携、競争」という考えは、想定される緊
張や潜在的な争いの原因になる可能性をも際立たせた。米国重視の投資戦略は、結果として
同盟国をも敵に回す恐れがあり、中国と「責任を持って」競争しようとする取り組みは、は
たしてそうした責任ある競争によって何が実現するのかという疑問を残したままであった。
アンソニー・ブリンケン国務長官は 2022 年 5月 26 日、ジョージ・ワシントン大学でのスピ
ーチで、 2022 年版 NSS の「投資、連携、競争」アプローチについて詳しく述べた。同氏
は、 3 つのアプローチそれぞれの具体例として、投資については 2021 年インフラ投資・雇用
法の成立、連携については IPEF の立ち上げ、競争については輸出規制の強化とサイバー防衛
の強化をあげた。同氏はまた、チャイナ・ハウスの設立についても発表した。これは「必要
に応じて連邦議会と協力しながら、問題や地域を超えて国務省全体の政策調整やその実施を
担う部門横断的な統合チーム」であり、「投資、連携、競争」の戦略的な要となり得るもの
であると示唆している。
同氏はまた、政権の対中アプローチに関して、強気で攻撃的とも言える姿勢を打ち出した。
その中で、中国は「国際秩序を再構築し（・・・）この 75 年間、世界の進歩の大半を支えて
きた普遍的価値観からわが国を遠ざけよう」という意図を持っているようであり、国際秩序
の法律、協定、理念、そして制度を「弱体化」させようとしているとした。さらに、「中国
が軌道修正をするとは思えない」ので、米国はむしろ、「開かれた包摂的な国際システムの
ビジョンを推進するために、中国を取り囲む戦略環境を形成する」必要があるとした。とは
言うもののブリンケンは、中国は「世界経済にとって、また気候変動から新型コロナ対応に
至る課題を解決する上で不可欠な存在」であるとも指摘した 21 。
つまり、中国は、国際機関、国家間の友好的な協力と協調、市場主義的な原則（時にワシン
トン・コンセンサスとも呼ばれる）が結集した既存の国際秩序に復帰することが可能であ
り、実際、そうする必要もあったということである。この意味で、ブリンケンのスピーチは
過去にこだわり、国際経済競争が管理可能で、相互に利益をもたらす状況を生み出すという
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システム内の秩序を依然として模索していた。しかし、中国はもはや、自由主義的な国際秩
序の中で責任あるステークホルダーになることを目指す若々しい大国ではなかった。どちら
かと言えば、仕方なくその国際秩序に再び参入させなければならない、道を外した放蕩大国
のようなものであった。
2022 年 9月、ジェイク・サリバン国家安全保障担当大統領補佐官が、元グーグル CEO のエ
リック・シュミットの特別競争研究プロジェクトが主催したグローバル・エマージング・テ
クノロジーズ・サミットで行ったスピーチは、ライバルであり競争相手である中国に特に重
点を置いた経済戦略のさらなる拡大版であった。国家安全保障担当大統領補佐官としてはや
や前例のないことだが、サリバンは中国との競争について、単なる地政学的なものではな
く、むしろ経済的で技術的な競争の側面を論じたのだった 22 。
サリバンの発言は、ブリンケンの「投資、連携、競争」というアプローチと矛盾はしていな
かったが、経済戦略に対してはより踏み込んだ姿勢があった。それどころか、中国が近い将
来、はたして国際秩序に復帰できるかを問うことに異議を唱えているようにすら思われる。
サリバンは米国の「現代産業・イノベーション戦略」に言及した上で、それを「外交政策と
国内政策の深い統合」を伴う総合的なものだとした。米中競争を「ウィン・ウィン」ではな
く「ウィナー・テイク・オール（勝者総取り）」だと非常に辛辣に形容し、「わが国は、米
国の技術的リーダーシップを追い抜く決意を持ち、そのためにはほぼ無限の資源投入も辞さ
ないような競合相手と対峙している」と述べた。「コンピューティング関連」、「バイオ技
術とバイオものづくり」、「クリーンエネルギー」の 3 つの重要技術については、中国との
協力ではなく、全く逆を目指していた。サリバンは、「ある特定の技術の基本的な性質を考
えると、（・・・）米国は出来る限りの大きなリードを保っていなければならない」と強く
述べている 23 。
サリバンはまた、この米国の経済戦略の 4 つの柱を打ち出した。科学技術エコシステムへの
投資、優秀な STEM （科学・技術・工学・数学 ) 人材の育成、米国の技術優位性の確保、そ
して同盟とパートナーシップの深化と統合である。これらは、 2022 年版 NSS やブリンケン
のスピーチの最初の 2 つの「投資」と「連携」の部分とよく似ている。しかし、 3 つ目の
「競争」の部分、特にブリンケンが指摘したような、相互互恵的かつグローバルに有益で、
国際秩序全体を向上させるような「競争」はそこにはなかった 24 。
2022 年 11月にマサチューセッツ工科大学（ MIT ）で行われたジーナ・レモンド商務長官の
スピーチは、サリバンが言ったことを補完するものであった。商務長官は、中国が改革主義
の道を歩もうとする努力を捨てたことを指摘し、今日の地政学的環境がいかに変化している
かを力説した。また、世界は「劇的に変化した戦略環境」にあると語った。そして同氏は、
サリバンと同様に、多くの分野でサリバンが 9月のスピーチで述べた内容と重なり、 NSS や
ブリンケンの「投資、連携、競争」という戦略類型にも合致する 4 つの戦略を提示した。す
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なわち、自国の競争力、イノベーションや人材への投資、米国の労働者、企業や国家安全保
障への脅威に対する防衛の強化、中国をめぐる環境を整えるための同盟国やパートナー国と
の連携、そして最後に、「米国の利益と価値観に沿った形」ではあるが、中国との関係継続
である 25 。しかし、この後半の「競争」に関する表現は、中国の国際秩序への復帰に関する
ブリンケンの発言と比べると、それほど楽観的なニュアンスではなかった。スピーチの終わ
りに、レモンドは「約 40 年間、米国は中国との堅固な貿易・投資関係のメリットを重視して
きたが、目先の利益のために長期的なコストを見過ごしていた。」 26 と述べ、米国が既成秩
序の恩恵を過度に楽観視していたことを認めた。
2022 年は、比較的安定した「投資、連携、競争」という戦略アプローチで終わったが、その
中にはサリバンやレモンドが提案したようなもう一段踏み込んだものも見られた。さらに、
サリバンとレモンドの発言には、中国を国際秩序に再び組み入れることが実現可能かという
問いかけ、そして、その秩序は中国を利して米国には不利に働くようなことがなかったのか
という、より本質的な問いかけが、少なくとも暗に含まれていたように思われる。
しかし、 2022 年の段階では、経済戦略に関する政権からの最終的な結論は得られていない。
2023 年 4月、ジャネット・イエレン財務長官がジョンズ・ホプキンス大学高等国際問題研究
大学院で行ったスピーチは、サリバンやレモンドの主張よりも明らかに抑えたトーンであっ
た。イエレンは、米国の対中経済アプローチには「 3 つの主要な目標」があり、その第 1 は
国家安全保障の確保と人権の保護であると主張した。しかし、すぐに他の 2 つの目標に移っ
た。それは「中国との健全な経済関係、つまり両国の成長とイノベーションを促進する関
係」と、マクロ経済、気候問題、債務問題などの「今日的に喫緊のグローバルな課題におけ
る (中国との ) 協力」であった 27 。
イエレンはさらに、中国の問題点として「不動産セクターの脆弱性、若年層の失業率の高
さ、家計消費の低迷」をあげ、高齢化や生産性の低下といった構造的な課題も指摘した。そ
して、米国衰退論は「いつも間違っていることが立証されてきた」と指摘した。このような
比較的楽観的な見方を踏まえてか、イエレンは、米国は中国との「勝者総取り」の競争は求
めておらず、その代わりに「的を絞った行動」（輸出規制、制裁、投資審査など）、つまり
経済的優位を獲得するためではなく、特定の不正行為を是正するための行動を取ると主張し
た 28 。
このスピーチは、秋に行われたサリバン、レモンドらによる攻撃性の強いスピーチの後であ
ったため、いくらか後戻りしたように思われ、一部には批判もあった 29 。しかし、イエレン
が主張したことは決して目新しいものではなく、中国に対する「スモールヤード・ハイフェ
ンス」アプローチ（中国の技術窃取に関するロバート・ゲーツ元国防長官の発言から取られ
たもので、サイバーセキュリティやイノベーション保護に関する論評でしばしば言及される
30 ）と呼ばれるものであった。つまり、米国は特定の分野については強力に擁護するが、それ
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が行き過ぎないようにし、また、両国間の大幅なデカップリングやその他重大な経済的断絶
につながるような、中国との全面的な経済競争に乗り出すことも決してない、ということで
ある。
さらに、イエレンのスピーチは、国際秩序には、今もなお健全かつ究極的には有益な自由市
場の基盤が世界中で残っており、その国際秩序への中国の復帰を求めるという世界観と一致
していた。米国経済の衰退は誇張されたものであり、中国経済には多くの問題があるとする
発言自体から、同氏の経済戦略にはいささか力強さが欠けていることが読み取れる。このス
ピーチでは、産業戦略が強硬なのは行き過ぎであり、その必要もなく、さらに自由市場を志
向する米国のアプローチとも相容れない可能性が高いということが示唆されていた。
そのちょうど 1週間後、ジェイク・サリバンは、今度はブルッキングス研究所で別のスピー
チを行ったが、それは今までで最も包括的と思われる経済戦略の発表だった 31 。まず聴衆に
「国家安全保障担当大統領補佐官に対し、経済について議論する機会を与えてくれたことへ
の感謝」の意を述べ、それがいかに異例なことであったかを認めた後、すぐに前週のイエレ
ンの「対中経済政策に関する」スピーチに言及した。サリバンは「より広範な国際経済政策
へと焦点を広げ（・・・）国内政策と外交政策をより深く統合したい」と述べることでイエ
レンとの差別化を図ったが、後半部分は 9月の自身の発言の繰り返しであった。
サリバンの発言は確かに中国に焦点を当てた経済戦略以上のものがあった。同氏が続けて述
べたのは、現在の国際秩序そのものを支える自由市場に疑問を投げかけた「本質的な問題提
起」であった。第一に、「市場は常に資本を生産的に配分し、（・・・）成長の種類は問題
ではない」という誤った思い込みから、米国の産業基盤が「空洞化」してきたことを指摘し
た。第二に、米国はこれまで「経済統合により各国はより責任あるオープンな国になる」と
いう前提に立っていたが、「地政学的・安全保障上の競争を示す新しい状況」に適応する必
要があると主張した。第三に、「加速する気候危機」と、それに伴うエネルギー転換の必要
性に言及した。最後に、米国の富の不平等とその「民主主義への悪影響」に疑問を呈した
32 。
こうした主張は、米国の衰退は誇張されているとするイエレンの発言とは対照的なものだっ
た。サリバンはさらに踏み込んで近未来への提言を示した。それは旧来のやり方に戻るので
はなく、 9月に同氏が提示したアプローチと似た点はあるものの、それよりも格段に鋭く確
固たる経済戦略の提言であった。前回のスピーチと同様、サリバンは再び公然と「現代版米
国産業戦略」の必要性を訴えたが、その内容はより詳細なものであった。この戦略では、
「経済成長の基盤」となる「特定分野」を特定し、そして、公共投資を投入し、民間企業が
イノベーションを起こし、規模を拡大し、競争できるようにする。さらに、 DARPA （国防
高等研究計画局）や NASA （米航空宇宙局）のようなより小規模な産業政策イニシアティブ
を、その先駆けとインスピレーションとして活用する。サリバンはまた、パートナーと協力
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して能力と強靭性を高めるとともに、米国が「伝統的な貿易協定から革新的な新しい経済パ
ートナーシップ」へと踏み出すことを求めた。同氏の提唱する戦略は、グローバルな「法人
税の切り下げ競争」の終結から「多国間貿易システム」の改革まで、あらゆることに取り組
むものであった。サリバンはまた、「新興国への数兆ドルの投資」を実現するために、世界
銀行だけでなく、地域開発銀行にも目を向けた 33 。
そのような印象に残る解説があったため、中国に関するコメントは多少重みを失ったように
思われたが、サリバンはいくつかの見解を示した。同氏は「米国はさまざまな次元で中国と
競争しているが、対立や衝突を求めているわけではない。（・・・）むしろ責任ある姿勢で
競争を管理し、出来るところで中国と協力していくつもりである」と述べて、ブリンケンと
イエレンの立場を支持した。しかし、中国発言に先だってサリバンが行った広範な提案は、
ブリンケン・イエレンの立場とは一線を画すものであった。サリバンのスピーチは、非常に
包括的な内容や幅広いテーマを考慮に入れたもので、単に「スモールヤード・ハイフェン
ス」アプローチだけでなく、中国がグローバルな秩序に復帰するという概念自体がそもそも
可能なことなのかさえ疑問を投げかけるものであった。その秩序自体が疑問視されているか
らである。結局のところ、サリバンの呼びかけは、米国の現代の産業戦略・セクター別戦
略、貿易とグローバル課税の新しい捉え方、そして国際機関からより地域的なものへの移行
を求めるものであり、グローバルな現状を肯定するものではなかった。

米国の経済戦略に関する複雑なメッセージ
もし、この政権内に 2 つの経済戦略アプローチがあるとすれば、イエレンやおそらくブリン
ケンが是とする「スモールヤード・ハイフェンス」アプローチと、サリバンやおそらくレモ
ンドが提唱している一段踏み込んだ「産業戦略」アプローチであるが、両者は基本的な立場
を異にするものである。特にイエレンのアプローチは、極端な措置を提唱しているわけでは
ない。そうする理由がないからである。現在の国際秩序は健全であり、中国はそこから逸脱
しているだけなのだ。一方、サリバンはこの秩序をもっと懐疑的に見ているようである。中
国の経済的台頭と、それに対応する米国の経済的衰退の少なくとも一部には、この秩序、あ
るいは少なくともそれに対するいささか安直な考え方が関係している。これら 2 つのアプロ
ーチのどちらかが「優勢」になるのか、あるいは 2 つを組み合わせたものが現れるのかどう
かは、まだ分からない。
影響力があると思われる 3 つの留意点がある。
第一は、政治的な問題である。現政権は、米国を国際秩序の中で正常な状態に戻すという公
約のもとに政権に就いた。この秩序は、自由貿易、資本の自由な流れ、国際機関の機能を前
提としたものである。また、グローバル化は避けられないだけでなく、最終的には利益をも
たらすという前提の上にも成り立っている。しかし、力強い「産業戦略」に向けた動きは、
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見る人の多くに、政権は「秩序への回帰」という公約から離れ、国益重視の、場合によって
は取引を強要するような経済運営にシフトしているように映るかもしれない。例えば、イン
フレ削減法のバイ・アメリカン条項に対しては、同盟国やパートナー国から既に不満の声が
上がっている 34 。
第二は、制度的なものである。国務省も財務省も、国家安全保障会議や商務省にはない大き
な国際的権益を持っている。どの政権であっても、地政学的または経済的な側面においての
自由主義的な国際秩序へのコミットメントは、これら 2 つの機関に深く根付いている。国務
省という組織が過去 3/4 世紀にわたって、その秩序を構築するために粘り強く長期にわたり
貢献しコミットしてきたことに疑う余地はない。マーシャルからアチソンへ、ダレスからキ
ッシンジャーへ、シュルツからベイカーへ、そして冷戦が終わった後も、多くの欠陥があっ
たにせよ、地球規模での破滅をもたらすような戦争をすることなく維持されてきた秩序であ
る。同様に、財務省は、自由貿易、資本市場、それに関連した国際機関への長年のコミット
メントが物語るように、その秩序に則った市場経済の原則に長きにわたりコミットしてき
た。つまり、ブリンケン、イエレン両長官のスピーチは、それぞれの機関が持つ歴史や信念
に基づいて行われたものであり、簡単に否定したり覆したりできるようなものではない。
第三は、歴史の変動の激しさそのものに関わるものである。中国の崩壊は間近に迫っている
と長く言われ続けてきた 35 。「ピーク・チャイナ」は、ワシントン内外で繰り返し用いられ
る常套句である 36 。中国の経済減速はコロナ禍以前から明らかであり、ゼロコロナ政策後の
最初の景気指数は明るい兆しに見えるが 37 、人口動態から過剰債務に至るまで、中国が抱え
る問題はあまりにも大き過ぎるとの見方が広がっている。日本を含む他のライバル国は、現
れては消えていった。ポール・サミュエルソンの悪評高い経済学の教科書に、 1980 年代半ば
にソ連の GDP が米国を凌駕するというあの有名なグラフが掲載されていたことが記憶によみ
がえる 38 。多くの政策当局者や識者の間では、米国は全面的な「産業戦略」を打ち出すべき
ではなく、備えだけはしておく、つまり、中国が経済的に自滅するか、少なくとも大幅に弱
体化するのを待つべきだという考え方がある。
戦略に関わりなく、柔軟で現実的、かつ適応力のあるリーダーシップ
こうした検討が本当に重要な意味をもつのか、そうであればどのように重要な意味をもつの
か、また、どちらか片方の戦略アプローチがもう片方よりも優先されるのか、あるいは 2 つ
が何らかの形で組み合わされるのか、それはまだわからない。しかし、どのような戦略アプ
ローチをとるにせよ、米国の経済戦略におけるリーダーシップは柔軟性をもち、現実的で、
かつ高い適応力を備えておくべきである。

表明された見解は執筆者個人のものであり、米国政府またはウィルソン・センターの見解を代表するものではない。
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第 5章

日本は経済安全保障を
どう位置づけるか
大澤淳：中曽根平和研究所主任研究員



要約
戦後日本の経済戦略は、成長と国際市場への進出に焦点が当てられてきた。しかし、中国が
経済的ライバルかつ安全保障上の脅威として台頭したことで、日本政府は経済安全保障を強
化する政策を導入し、国家安全保障へのアプローチを抜本的に見直すことにした。自民党政
権下の 2014 年には大きな変化があり、 2017 年にはその動きがさらに加速化、そして 2022
年には経済安全保障推進法の策定、成立ならびに新たな国家安全保障戦略の決定でピークに
達した。
日本のイニシアティブは、中国に対抗して勝ち抜くために不可欠と考えられる 4 つの主要分
野に重点を置いている。政府が焦点を当てているのは、 1 ）重要物資の安定供給の確
保、 2 ）基幹インフラの安全性の確保、 3 ）最先端重要技術の開発支援、 4 ）秘密特許制度
の 4分野である。
サイバーセキュリティ分野における中国の脅威などの課題は残るものの、日米両国は経済安
全保障の強化にコミットしている。

政策的含意
● 日米両国は、経済安全保障の領域で中国に対抗する必要上、連携を深めている。このこと

は、日本にとって国家安全保障の考え方や受け入れ方が大きく変わることである。残され
た課題も多くあるが、中国から自国経済を守ることを考えるのであれば、日米両国は互い
に安心感を得るために、相互信頼関係を築くことが大切である。

● 両国は、国力の源泉である基幹技術を守るため、サイバー防衛分野での協力を強化すべき
である。

● 両国は、協力して国家安全保障や経済活動の基盤である基幹インフラを中国のサイバー攻
撃から守るべきである。

● 両国は、協力して戦略物資やサプライチェーンの途絶に対する脆弱性を軽減すべきであ
る。

2023 年 5月に開催された G7 広島サミットは、ウクライナのゼレンスキー大統領の参加や、
各国首脳による広島平和記念公園での献花式などで注目を集めた。しかし、経済安全保障政
策と国家安全保障政策の視点から見ると、 G7 サミットで経済安全保障が取り上げられたこ
とは特筆すべきことであった。さらに、 G7首脳は「経済的強靭性及び経済安全保障に関する
G7首脳声明」を採択した 39 。
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サミットの首脳宣言では、中国を名指しで批判することは避けられたが、 G7 がデカップリ
ングではなく、多角化、パートナーシップの深化、「デリスキング」に基づく経済的強靭性
と経済安全保障へのアプローチで協力していくことが確認された 40 。この「デリスキング」
という用語は、主に金融分野で使われており 41 、地政学的な意味でも急速に注目を集めてい
るものである 42 。今回の首脳宣言でこの用語が採択されるに至った交渉過程がどのようなも
のであったかは明らかではないが、 3月 30 日に行われたフォン・デア・ライエン欧州委員会
委員長のスピーチ 43 にこの用語が用いられていることから、欧州諸国の強い要請によって盛
り込まれたと考えるのが妥当であろう。
経済安全保障の概念がデカップリングからデリスキングへと表現が柔らかくなったとして
も、その意味するところは明らかである。サミットから導き出される結論は、第一に、何よ
りもまず日本や米国を含む先進国は、中国が西側諸国とは異なる価値観を持つ国であり、現
在の国際秩序を変えようとしていることを認識したという点、第二に、中国との経済的、社
会的、政治的関係を断ち切らないまでも、中国に対してこれまでとは異なる厳しいアプロー
チを取ろうとしている点、そして最後に、経済安全保障を強化することで中国との地政学的
競争に打ち勝とうとしている点である。
G7首脳は、「経済的強靭性と経済安全保障をグローバルに確保することは、経済的な脆弱性
の武器化に対する我々の最善の防御となり続ける」 44 と指摘し、経済安全保障を強化するた
めの７つの方策を掲げた。すなわち、 1 ）強靭なサプライチェーンの構築、 2 ）特にデジタ
ル領域における基幹インフラの安全性と強靭性の強化、 3 ）グローバルな経済的強靭性を確
保するための非市場的政策及び慣行への対応、 4) 経済的威圧に対処するための協調した対
応、抑止、対抗策、 5) デジタル領域における有害な慣行への対抗、 6) 国際標準化における
協力、 7) 重要・新興技術の流出防止である 45 。
G7 サミットで提案されたこの経済安全保障の新しい枠組みは、旧来の経済外交の概念と、国
家安全保障における経済手段の使用を組み合わせていることで、やや複雑なものとなってい
る。経済安全保障という概念が日本で急速に注目されるようになったのは、日本が地理的に
中国との競争の最前線に位置していることに加え、東シナ海における中国との外交的緊張が
先鋭化した 2010 年に、日本が中国からレアアース輸出規制を受けた最初の国だったからであ
る。
経済安全保障の議論の高まり
日本において経済安全保障をめぐる議論が進んだ背景には、国際政治の大きな構造変化があ
る。
1946 年から 1989 年までの冷戦の 40 年間、ソ連を中心とする社会主義陣営と、米国を中心と
する民主主義・自由経済陣営との間には、生き残りをかけた「戦略的競争」があった。大国
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間競争という認識は、チャーチルの鉄のカーテン演説 46 やジョージ・ケナンの X 論文 47 によ
って形成された。この大国間競争は約 40 年間続いたが、この時代は国際関係において安全保
障の論理が経済の論理に優先した時代であった。
1989 年の冷戦終結から 2019 年頃まではグローバル化の時代であり、国際政治における大き
な緊張は落ち着き、経済の論理が安全保障の論理に優先し、ヒト、モノ、カネが国境を越え
て活発に移動した。
しかし、この経済論理優先の時代は、中国の台頭によって終焉を迎えた。エコノミック・ス
テイトクラフトや貿易管理の強化といった「経済安全保障」の議論が諸外国で活発化してい
るが、これは、中国の台頭によって国際政治が再び「戦略的競争」に向かっているという論
調が強まっているからである。
マイク・ペンス米副大統領の 2018 年 10月のスピーチでは、米国は中国との大国間競争に備
えるべきと示唆し、中国に対する新たなアプローチの採用を明言した 48 。米メディアは、ペ
ンス副大統領のスピーチが米中間の新たな冷戦の開始を暗示していると報じた 49 。 2021 年、
ケナンの「 X 論文」に相当する論文が大西洋評議会のウェブサイトに掲載された 50 。
「 Longer Telegram: Toward a new American China strategy （より長い電報：米国の新たな
対中戦略に向けて）」と題されたこの論文は、（冷戦時代の）ケナンの「長文電報」にあや
かって、元米国政府高官が匿名で執筆したもので、そこでは、米国を凌駕しようとする中国
の長期戦略に対抗するための、同盟諸国と連携して実行される米国の新たな対中戦略を求め
ている。
中国経済は 2030 年頃に米国経済を抜いて世界最大になり、 2050 年頃まで発展し続けると予
測されている 51 。その後、人口減少で減速する中国経済を米国が再び追い抜くとされている
52 。そのため、少なくとも今後 30 年間は、中国型社会主義とデジタル監視社会を組み合わせ
た権威主義陣営と、米国が主導する自由民主主義陣営との間で、「戦略的競争」が繰り広げ
られる可能性が高い。今後 30 年間は「新冷戦」の時代となり、冷戦時代と同様、経済の論理
よりも安全保障の論理が優先されることになるだろう。
このような戦略環境認識に基づき、日本における経済安全保障の議論は以下のように形成さ
れてきた。

経済安全保障推進法案への道のり
経済安全保障の議論の変遷を振り返ると、 2014 年 1月に内閣に「国家安全保障会議」が設
置されて以降、外国人による土地取得、外資による日本企業への出資・買収を通じた技術移
転、外国人による大学や企業からの技術流出といった問題が浮上してきた。
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与党・自民党の「ルール形成戦略議員連盟」は、このような安全保障上の懸念、次世代技
術、国際標準ルールの策定の必要性などの課題に対応するため、甘利明衆議院議員（元経済
財政政策担当大臣）を会長として 2017 年に発足した。議員連盟は 2019 年 3月 20 日、「国
家経済会議（日本版 NEC ）創設」 53 と題する政策提言を発表し、安倍首相に提出した。
提言は、 1 ）米中間の競争激化は、技術、資源、ルール形成をめぐる対立に発展している、
2 ）米中間でハイテク摩擦やデータ（デジタル）覇権争いが発生し、諜報活動が活発化してい
る、 3 ）エコノミック・ステイトクラフト（経済的手段による国益追求）が激しさを増して
いる、との状況認識を示している。中国のエコノミック・ステイトクラフトに対抗するた
め、提言では「国家経済会議」（日本版 NEC ）創設の必要性を提唱した。具体的には、戦略
的な外交・経済政策の立案、最先端技術の輸出規制強化、外国企業の投資の監視強化、経済
制裁、知的財産管理、国際標準のルール形成などを行う「国家経済会議」を創設する必要性
が指摘されている。
これらの提言を反映し、 2020 年 4月 1 日、国家安全保障局内に経済班が設置された。同班
は、 1 ）輸出管理、海外直接投資規制、技術移転規制、サプライチェーンリスクなどの技術
的セキュリティ対策、 2 ）次世代移動通信インフラのセキュリティ、サイバーセキュリテ
ィ、サイバーセキュリティ情報共有、データセキュリティなどのサイバーセキュリティ対
策、 3 ）各国のインフラ整備のための国際協調、ハイテク技術開発のための国際協調などの
国際協力に焦点を当てている。
外資による日本企業への出資・買収を通じた技術移転の問題についての一連の議論を経
て、 2020 年 6月には外為法が改正され、関連する省令・告示が全面的に適用された。外為
法改正では、防衛、航空機、宇宙開発、原子力、サイバーセキュリティ、基幹インフラな
ど、国家安全保障上機微な業種の企業を買収する際の事前届出の基準値が 10％から 1％に引
き下げられた。事前届出制度は、取締役、監査役、その他の役員の選任、国家安全保障上重
要であると指定された業種の事業の譲渡または廃止について導入された。
外国人による土地取得問題の議論に関して、「重要施設周辺及び国境離島等における土地等
の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律」が 2021 年 6月に国会で可決、成立し
た。この法律では、内閣総理大臣が 1 ）防衛施設、原子力施設等の国家安全保障上重要な施
設、及び 2 ）国境離島の土地及びその周辺区域を注視区域に指定し、注視区域における不動
産の利用状況の調査を行い、そして国家安全保障上懸念のある不動産の利用を禁止する内容
となっている。
与党自民党内での真剣な議論が、 2022 年の経済安全保障推進法案につながった。前述の「ル
ール形成戦略議員連盟」の活動を受け、自民党政務調査会は 2020 年 6月 4 日、岸田文雄政
調会長（当時、現首相）の指示で「新国際秩序創造戦略本部」を設置した。
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2020 年 12月 22 日、戦略本部は「『経済安全保障戦略』の策定に向けて」 54 と題する提言を
発表した。
提言は、「経済安全保障戦略の策定の必要性」、「経済安全保障の基本理念と定義」、「わ
が国を取り巻く経済安全保障環境」、「わが国が採るべき経済安全保障上の基本方針」、
「重点的に取り組むべき課題と対策」の５章からなり、日本の経済安全保障の考え方を理解
する上での重要なテキストとなっている。
提言の第 1章である「経済安全保障戦略の策定の必要性」では、 1 ）経済的手段を自国の利
益を追求するための「武器」として用いる国があること、 2 ）国家の独立と存続を確保し、
普遍的価値を維持するためには、戦略的発想が必要であること、 3 ）経済安全保障戦略の策
定が必要であること、との認識が示されている。次の第 2章では、経済安全保障を、日本の
独立と繁栄の確保、自由・民主主義・法の支配という普遍的価値に基づく国際秩序の擁護、
「戦略的自律性と戦略的不可欠性」の確保であると定義し、経済安全保障を実現するための
基本的な考え方として初めて提示した。第 4章では、経済安全保障を確保するための基本方
針として、 1)脆弱性を把握し、強靭性を高め、外部への依存を低減することにより戦略的自
律性を維持・強化すること、 2)優位性を有する産業の維持・発展を図る環境を整えること
で、戦略的に不可欠な存在となること、そして 3)戦略的自律性と戦略的不可欠性を持つ技術
を特定し、それを保全・育成することが示されている。
この提言の特徴は、経済安全保障を実現するために、 16 の幅広い分野で包括的で総合的な対
応が必要としていることである。具体的には、資源・エネルギーの確保、海洋開発、食料安
全保障の強化、金融インフラの整備、情報通信インフラの整備、宇宙開発、サイバーセキュ
リティの強化、データの利活用、サプライチェーンの多元化・強靭化、技術優越の確保・維
持、イノベーション力の向上、土地取引、大規模感染症への対策、インフラ輸出、国際的な
ルール形成への関与、経済インテリジェンス能力の強化が盛り込まれている。

2022年経済安全保障推進法案
自民党の提言を受け、内閣官房は 2021 年 11月 26 日に「経済安全保障法制に関する有識者
会議」を設置し、同会議は 2022 年 2月 1 日に最終報告書を提案した 55 。自民党の提言が 16
分野での取り組みを提案していたのに対し、政府の有識者会議の提言は 4分野に大幅に絞り
込まれた。提言では、立法措置によってまず取り組むべき 4 つの分野が特定された。 1 ）重
要物資や原材料のサプライチェーンの強靭化、 2 ）基幹インフラ機能の安全性・信頼性の確
保、 3 ）官民で重要技術を育成・支援する枠組み、 4 ）特許非公開化による機微な発明の流
出防止である。
その上で、 2022 年 5月 11 日に参議院本会議で「経済安全保障推進法案」が賛成多数で可決
され、 5月 18 日に施行された。同法案は、有識者会議の提言に従い、 1 ）重要物資の安定
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供給の確保、 2 ）基幹インフラの安全性の確保、 3 ）最先端重要技術の開発支援、 4 ）秘密
特許制度の 4 つの柱で構成されている。内閣官房が発表した文書では、法案の趣旨は「複雑
化する国際情勢を踏まえ、安全保障の確保に関する経済施策を総合的かつ効果的に推進する
ための基本方針を策定し制度を創設すること」と説明されている。

結論と今後の展望
以上のようなプロセスを経て成立した経済安全保障推進法だが、今後解決すべき課題もいく
つか残されている。
その課題の一つが、サイバー空間における政策の拡充である。サイバーセキュリティの分野
では、経済安全保障推進法の第二の柱で、サイバーセキュリティに留意しつつ、日本の基幹
インフラの整備に係る安全性及び信頼性の確保を図ることとしている。しかし、同法には、
知的財産のサイバー窃取を防止するためのサイバーセキュリティ対策は盛り込まれていな
い。今後、積極的なサイバー防衛や国家主導のサイバー窃取を防止するための法整備を行う
ための法改正が望まれる。
サイバー空間では、中国が製造業大国として主導的な地位に立つために必要な 10 の重点分野
として、中国国務院が 2015 年 5月に発表した「メイド・イン・チャイナ 2025」 56 において
優先分野としてあげられている企業に対するサイバー窃取が拡大している。中国のサイバー
攻撃者は、「メイド・イン・チャイナ 2025」で重要な発展分野とされている、 1 ）次世代情
報技術、 2 ）新エネルギー自動車、 3 ）航空宇宙、 4 ）海洋工学、 5 ）新素材、 6 ）電力設
備の業界を狙っている。
このようなサイバー窃取は、結果として先進国が保有する技術を不当に強制移転させること
になり、先進国の技術的優位性を脅かす。また、安全保障上の問題だけでなく、自由貿易体
制にとっても大きな脅威となる。中国企業がこのような不公正な手段で得た技術を使って発
展途上国向けの製品を製造・輸出するケースもあり、自由で公正なルールに基づく自由貿易
体制への信頼を揺るがしかねない。
従って、こうしたサイバー・スパイ活動は、技術的・経済的な覇権を狙う中国の長期戦略と
連動していると言えるだろう。長期にわたる戦略的な「技術流出」の危険性があり、それは
最終的に日本の産業競争力を損なうことになりかねない。このように、サイバー分野が中国
と日本を含む西側先進国との経済安全保障をめぐる実質的な戦場となっていることは間違い
ない。産業競争力を守るためにも、中国からのサイバー攻撃を防ぐことは今や緊急かつ重要
な課題である。
日米両国は、 2022 年に国家安全保障戦略を改定した。バイデン政権の新しい国家安全保障戦
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略 57 は、安全保障を達成する手段として統合抑止に焦点を当てている。このコンセプトは、
従来外交と軍事に重点を置いてきた伝統的安全保障から、経済やインテリジェンスなどあら
ゆる手段をフル活用する安全保障への転換を促すものであり、安全保障の基本要素である
「 DIME （外交、インテリジェンス、軍事、経済）」を総動員した上で、生存をかけた本格
的な地域間競争に挑むことを意味している 58 。日本の国家安全保障戦略の改定も、第二次世
界大戦後の日本の国家安全保障政策における大きな転換点を示している 59 。
中国に対抗するためには、日米両国が経済安全保障の分野で協力することが重要である。特
に、以下の分野での協力が極めて重要となる。 1 ）国力の源泉である基幹技術を守るため、
サイバー防衛分野での協力を強化すること、 2 ）国家安全保障や経済活動の基盤である基幹
インフラをサイバー攻撃から守るため、両国が協力すること、 3 ）戦略物資やサプライチェ
ーンの途絶に対する脆弱性を軽減するため、両国が協力すること、である。

表明された見解は執筆者個人のものであり、米国政府またはウィルソン・センターの見解を代表するものではない。
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第 6章

サプライチェーンの強靭性と
イノベーションへの課題
戸堂康之：早稲田大学政治経済学術院経済学研究科教授



要約
サプライチェーンの強靭性は、新型コロナ感染拡大による混乱や、中国による安全保障上の
脅威に見舞われた日米両国にとって経済安全保障の根幹をなすものである。日米両国は、海
外の脆弱なサプライチェーンへの依存を回避するため、「オンショアリング」（国内生産能
力とサプライチェーンの強化）を推進してきた。しかし、中国製品への依存度は、特に日本
では高いままである。
中国のサプライチェーンへの依存を減らすには、オンショアリングだけでは不十分であり、
「フレンドショアリング」、つまり新興市場の友好的な同盟国やパートナー国に製造業やサ
プライチェーンを移転することが、経済安全保障に関する政策議論の一部とならなければな
らない。しばしば「チャイナ・プラス・ワン」戦略と呼ばれるように、安全保障上の懸念が
少ない国々にサプライチェーンを拡大することで、中国のリスクと中国への依存度を軽減す
ることができる。製造業にとどまらず、日米両国は技術に関する国際的な研究協力、すなわ
ち「ナレッジ・フレンドショアリング」を取り入れるべきである。
経済安全保障には、国家安全保障上の懸念と経済成長のバランスをとることが必要である。
リスクを軽減するためには、伝統的な分野と知識経済の両方において、海外サプライチェー
ンを多元化する努力とともに、国内生産についても拡大する必要がある。

政策提言
● 経済安全保障は、政府、民間セクター、利害関係者などの幅広い立場から、国家安全保障

のニーズと経済成長のバランスを取る必要がある。サプライチェーンの確保には、両国政
府ともに国内外の状況に目を向けることが必要である。

● 日米両国は、多国間の枠組み（例えば G7 、 IPEF 、 SCRI ）を通じ、サプライチェーンの
多元化につながり中国依存に代わるようなフレンドショアリングに投資すべきである。

● 「ナレッジ・フレンドショアリング」を通じ、国際的な研究協力の促進や、競争力の維持
に不可欠な技術開発の加速が可能となる。

近年、米国や、日本・欧州諸国を含むその同盟国は、国家安全保障上の懸念から、中国から
の重要製品、特に半導体などのサプライチェーンリスクの軽減を目的としたデリスキング政
策を実施している。これらの政策には、国内生産を奨励し（オンショアリング）、中国との
国際貿易、技術移転、投資に制限を課すことが含まれている。
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デカップリング政策の効果
日本では、政府がサプライチェーンの強靭性を高めるためにさまざまな戦略を打ち出してい
る。第一に、政府は 2019 年と 2020 年に、輸出規制を強化し、ハイテク分野への海外直接投
資（ FDI ）に制限を課した。第二に、日本は 2019 年以降、日本企業（半導体企業に限ら
ず）に対し、国内市場内でのオンショアリング投資や ASEAN諸国での生産設備の多元化に
対して補助金を支給した 60 。第三に、 2022 年経済安全保障推進法により、半導体やバッテリ
ーなどの重要製品の生産者は、調達計画や在庫情報を政府と共有することで、補助金や優遇
融資を受けることができるようになった 61 。第四に、台湾の大手半導体企業 TSMC を熊本に
誘致し、三重のキオクシアとウエスタンデジタル、広島のマイクロンメモリジャパンの工場
拡張を促進するために、近年、 6,200億円に上る多額の補助金が交付された 62 。そして最後
に、半導体の新会社ラピダスに対し、北海道に生産工場を設立して次世代半導体の開発・生
産を進めるための 700億円の補助金が交付された 63 。
こうした経済安全保障政策を受けて、中国も 2020 年以降、機微製品の輸出と技術移転の規制
を強化している 64 。さらに、中国政府はハイテク部門に多額の補助金を提供しており、経済
産業省の報告によれば、その額は、 2015 年に 400億人民元（ 60億米ドル）、 2020 年には
1,000億人民元（ 150億米ドル）に上った 65 。これらの措置は、米中のデカップリング期以
前から実施されていた。
こうしたデカップリング政策にもかかわらず、日中間および米中間の全体的な貿易額は、特
に新型コロナ以前と比較した場合、大幅には減少していない。例外は日本から中国への月間
輸出額の減少で、 2021 年 10月の 140億ドルをピークに 2023 年 2月には 100億ドルまで減
少した。ただし、この急激な減少は一時的なものであるか、あるいは為替レートの変動に影
響されている可能性があることに留意する必要がある。財務省の貿易統計によれば、 2023 年
3月の日本から中国への輸出額は 1兆 5,500億円で、 2022 年 3月の 1兆 6,800億円、 2021
年 3月の 1兆 6,300億円と変わらない数字である。
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半導体関連製品の貿易は、貿易全体以上に大きな影響を受けている。 2021 年初頭以降、米国
から中国への半導体製造装置および集積回路の輸出は大幅に減少している。同様に、日本の
半導体製造用装置の輸出は減少したが、集積回路の輸出は安定している。この安定は、日本
の集積回路は標準的な品質のものが主流であり、最先端のものと比べて厳しい規制を受けに
くいことに起因していると思われる。
対中貿易全体は堅調に推移しているが、国家安全保障上の理由による機微製品の対中輸出制
限はうまく機能している。日米両国は、国家安全保障上の懸念と経済的利益とのバランスを
効果的にとりながら、国家安全保障の上でも経済の上でも国益に反するような完全な分離は
回避する部分的なデカップリングを達成しているのである。
サプライチェーンにおける中国への大きな依存
しかし、中国との貿易には、素材や部品の供給国として中国に大きく依存しているという重
大な課題が残っている。この問題は日本にとって特に深刻で、電気機械・電子機器の輸入の
45% 、自動車部品の輸入の 42% を中国が占めている（図 1 、図 2 ）。しかも、自動車部品
輸入に占める中国のシェアは時の経過とともに低下するのではなく、むしろ増加傾向にある
（図 2 ）。
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これに対し、米国は 2018 年の米中貿易摩擦の勃発以来、電気機械・電子機器の輸入における
中国への依存度を大幅に削減した（図 3 ）。輸入に占める中国のシェアは 2018 年には日米
とも同程度であったが、現在は 15％も差がついている。図 3 はまた、ドイツの中国への依存
度が 2018 年以降、大幅かつ一貫して上昇しており、現在は米国の水準を上回っていることを
示している。
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日本のサプライチェーンが中国に大きく依存していることは、大きな経済的リスクを伴う。
中国による台湾侵攻の可能性を含め、安全保障上の懸念から中国からの輸入が減少した場
合、その結果生じる経済的損失は、単なる輸入額減少にとどまらない。原材料や部品の流入
が途絶えれば、川下企業の生産レベルが低下し、サプライチェーン全体への悪影響が増幅さ
れる。
兵庫県立大学の井上寛康氏とともに、中国からの輸入が途絶えた場合の日本の生産への影響
を評価するシミュレーションを行った。この分析では、 100万以上の企業と 400万以上のサ
プライチェーン関係を網羅するデータを活用した 66 。その結果、仮に中国からの輸入の 80％
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が 2ヶ月間途絶えた場合、日本の付加価値生産額は、輸入途絶額が約 1.4兆円であるにもか
かわらず、約 13兆円減少することが明らかになった。この減少額は、同じ 2ヵ月間の付加価
値生産額の約 15％に相当する。要するに、付加価値生産額の減少は、輸入途絶額の 10倍近
くになるのである。
さらに、このシミュレーションでは、図 2 に示すように、輸入の途絶が特定のセクターに及
ぼす影響を検証した。輸入の途絶は電気・情報通信機器産業に与える影響が特に大きいこと
がわかる。しかし、機械、金属製品、化学品、プラスチックなど、輸入途絶額が比較的小さ
いセクターでも、途絶は生産に著しい減少をもたらすだろう。これは主に、日本国内のサプラ
イチェーンの川上セグメントで輸入材料・部品が利用されているためである。その結果、川
上の材料や部品が利用できなくなると、より多くの川下企業が悪影響を受け、全体としてさ
らに大きい経済的損失につながるというわけである。
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オンショアリングの限界
国家安全保障上の懸念から生じる中国からの輸入途絶の悪影響に対処するためには、中国へ
の依存度を戦略的に下げることが不可欠である。
その実現可能なアプローチのひとつが、オンショアリングとして一般的に知られる、国内製
造拠点の振興と誘致である。現在、米国、日本、欧州諸国などでは、オンショアリングを奨
励する政策を実施しており、これはサプライチェーンの強靭性を高めるために不可欠であ
る。さらに、オンショアリングは国内経済を活性化し、若返らせる可能性を秘めている。例
えば、 TSMC の工場誘致には多額の補助金が充てられ、 TSMC の工場の周辺には、半導体ユ
ーザー企業、材料サプライヤー、部品メーカー、機械メーカーなどからなる産業集積が形成
されている。こうした集積によって地域内のナレッジ共有による技術の進歩が促進されれ
ば、補助金は大きな経済効果をもたらすだろう。
とはいえ、政府も民間企業もオンショアリングの限界を認識することは極めて重要である。
企業が海外に事業を拡大するのは、主として生産効率を達成するためであり 67 、従って、オ
ンショアリングを過度に重視することは、国内企業の効率性と国際競争力を損なう恐れがあ
る。特筆すべきは、日本では電気・電子製品の輸入が急増しており（図 1 ）、これらの輸入
品を国内生産で大幅に置き換えることは現実的でないことである。
さらに、特定の産業に補助金を支給する産業政策は、必ずしも成功が保証されているわけで
はない。産業政策の成功例としてよく引き合いに出される中国の場合でさえ、こうした政策
による生産性の向上は、その産業内の競争が維持されている場合のみに認められるものであ
った 68 。従って、現在の日米欧の産業政策が成功するためには、保護主義に頼るのではな
く、競争を促進しながら政策を実施することが肝要である。
その上、国内サプライチェーンの混乱には固有のリスクがある。特に日本や米国は自然災害
の影響を受けやすく、国内のサプライチェーンを大きく混乱させる可能性がある。例えば、
南海トラフ地震、首都直下型地震、富士山噴火などの激甚災害は、近い将来、日本の産業集
積に大きな損害を与える可能性があると予測されている。従って、生産拠点の国内への過度
な集中は重大なリスクをもたらすものであり、リスクを十分に考慮する必要がある。

フレンドショアリングによるリスク軽減
従って、中国への依存度を下げ、輸入の途絶による悪影響を軽減するためには、オンショア
リングの促進に加えて、安全保障上の懸念が少ない国々からのサプライチェーンの拡大が極
めて重要である。フレンドショアリングと呼ばれるこの戦略では、生産工場を分散させ、友
好国の幅広い供給源から材料や部品を調達する。そうすることで、仮に国家安全保障上の問
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題でサプライチェーンが寸断されたとしても、代替供給源を見つけ、影響を緩和することが
比較的容易になる。サプライチェーンの強靭性における分散化の重要性は、多くの研究によ
って裏付けられている。例えば、ある研究では、ハリケーン「サンディ」による経済的イン
パクトがサプライチェーンを通じてどのように伝播したかを検証している 69 。その結果、被
災地域の企業に加えて海外企業ともつながっている企業は、直接被害を受けた企業とだけつ
ながっている企業と比較して、災害後の売上減少幅は小さかった。同様に、別の研究では、
新型コロナの感染拡大期における ASEAN諸国とインドの企業レベルのデータを分析し、複
数の国に主要なサプライヤーを持つ企業は、単一の国に依存した企業に比べ、より高い強靭
性を示していることが明らかになった 70 。
分散化のメリットを認識している民間企業は、サプライチェーンの強靭性を高めるための対
策を講じてきた。大きな混乱を引き起こした東日本大震災後、日本の自動車産業は部品を標
準化し、サプライヤーを多様化した。これによって、熊本地震や新型コロナの感染拡大とい
ったその後の出来事から受ける影響を最小限に抑えることができたのである 71 。現在、日本
企業はオンショアリングだけでなく、生産工場の分散化も積極的に進めている。日本経済新
聞社が 2022 年 11月に実施した調査によると、日本の主要製造業 100 社の 50％が中国への
依存度を下げると回答し、日本（ 86％）、タイ（ 76％）、ベトナム（ 72％）が代替先と
してあげられた 72 。
サプライチェーンを分散させることは、海外に適切なパートナーを見つけるための情報コス
トなど、民間セクターにとってコストがかかる 73 。しかし、中国依存のリスクの高まりか
ら、中国以外の少なくとも 1 カ国に生産工場と調達先を維持するチャイナ・プラス・ワン戦
略は、費用対効果が優れるようになった。
図 1 と図 2 によれば、チャイナ・プラス・ワン戦略の有力候補である ASEAN諸国から日本
への電気・電子製品や自動車部品の輸入のシェアは低迷しており、拡大の余地がある。しか
し、日本にとっての ASEAN 、米国にとっての中南米、西欧にとっての東欧というように、多
角化の対象を新興国に限定すべきではない。日米欧におけるオンショアリングの推進や、ロ
ボット化や ICT （情報通信技術）化によって総生産コストに占める賃金の割合が低下してい
ることを考えれば、これら先進地域間のサプライチェーン強化も重要な戦略となっている。
さらに、インドを中心とする南アジアやサハラ以南アフリカの開発途上国も、経済的利益と
国家安全保障の両面において、グローバル・サウスとの連携が極めて重要になっているた
め、対象とすべきである。
フレンドショアリングによるサプライチェーン・パートナーの分散化を促進するためには、
情報波及による外部性を考慮した政策が必要である。企業が自社コストで海外パートナーの
情報を入手しても、それが他の企業に波及し、市場経済における情報収集のインセンティブ
を低下させる可能性があるからである。従って、政府は、効果が実証されている日本貿易振
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興機構（ JETRO ）のような輸出・投資促進機関を通じて、海外市場に関する情報を共有し、
国内企業と海外企業のビジネスマッチングを促進する公的支援を提供すべきである 74 。さら
に、フレンドショアリングに適した国を正確に特定するためには、 G7 、 IPEF 、日豪印が参
加する SCRI など、既存の多国間枠組みを活用することが推奨される。これらの枠組みによ
って、各国間の情報共有やビジネスマッチングを促進することができる。特筆すべきは、先
日広島で開催された G7 サミットが、サプライチェーンの強靭化が初めて議論された歴史的
なサミットであったことである。さらに、 G7 広島サミットでは、インド、インドネシア、ブ
ラジルといった非 G7諸国が多数参加したことで、そうした国々の G7 との経済的・政治的な
結びつきが強まり、それがフレンドショアリングの拡大に役立つ可能性もある。このような
多国間の枠組みを有効に活用し、フレンドショアリングをさらに推進することが肝要であ
る。具体的には、 G7諸国はこの枠組みの中で、貿易機会を提供したり、技術革新やインフラ
整備のための財政的・技術的支援を行ったりすることで、グローバル・サウスとのウィン・
ウィンのシナリオを醸成すべきである。

ナレッジ・フレンドショアリングのメリット
サプライチェーンの堅牢性と強靭性を高めるためには、技術水準を高めることが重要であ
る。代替が困難な特定の資材供給が途絶えた場合、川下企業は技術革新を通じてその悪影響
を軽減することができる。これにより、その資材を自社生産したり、それに頼らない代替の
生産方法を模索したりすることが可能になる。トヨタが電気モーター用の新しい磁石を開発
し、中国からの輸出制限によるレアアース鉱物への依存度を下げたことは、そのようなイノ
ベーティブな努力の一例である 75 。日本は依然としてレアアース鉱物を中国に大きく依存し
ているが、こうした努力は長期的なサプライチェーンの強靭性にとって不可欠である。
最先端のイノベーションにはさまざまな知識が必要であるため、イノベーションの効果的な
促進には、国際的な研究協力が極めて有効であることが実証されている 76 。ある実証研究に
よれば、国際的な研究協力に参加している企業は、特許 1件当たりの引用数が 27％増加し、
より高品質のイノベーションが行われていることを示している 77 。これに対し、国内での研
究協力は 5.5％の増加であった。このような調査結果は、新たな知識を獲得し、イノベーシ
ョンを促進するための国際的なつながりの重要性を裏付けている。
しかし、日本企業の国際的な研究協力のレベルは比較的低い。 2017 年、日本企業の国際特許
出願全体に占める国際共同発明の割合はわずか 3％で、米国や欧州連合（ EU ）の 12～
13％に比べて著しく低くなっている（図 5 ）。
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従って、友好国間の国際的な研究協力を促進することが推奨される。これは「ナレッジ・フ
レンドショアリング」とも言えるものである。製品のフレンドショアリングの場合と同様
に、知識波及における外部性を考慮した政策が必要である。具体的には、情報提供やパート
ナーシップのマッチングに対する公的支援によって、ナレッジ・フレンドショアリングを効
果的に促進することができる。 G7 、 IPEF 、 SCRI といった既存の多国間枠組みも、そうし
た支援に活用できる。
現在の状況は、この提言と合致している。前回日本で開催された G7 サミットでは、 G7諸国
間の研究協力の重要性が認識された。日本政府は、 TSMC の生産工場を熊本に誘致したほ
か、つくばに同社の研究開発センターを設立し、日本企業や大学との共同研究を促進した
78 。さらに日本政府は、日米間の研究協力を通じて次世代半導体の開発を促進するため、最
先端半導体技術センター（ LSTC ）を設立した 79 。韓国のサムスン電子も日本政府の補助金
を活用し、横浜に半導体開発拠点を設立し、日本の材料・機械メーカーと共同研究を行って
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いる 80 。このようなナレッジ・フレンドショアリングのイニシアティブは、半導体分野だけ
に焦点を当てるのではなく、幅広い産業を網羅して、さらに強化されるべきである。

国家安全保障と経済的利益のバランス
日本、米国、欧州諸国は、中国の国家安全保障上の脅威に関連するリスクを軽減するため
に、サプライチェーンにおける中国への依存を減らし、製品やナレッジのフレンドショアリ
ングを推進することが重要である。しかし、中国との経済関係を維持することのメリット
は、経済的にも政治的にも認めなくてはならない。一定レベルの経済関係を維持すること
で、実際に紛争予防にも貢献できる 81 。このように、中国への依存度が高い産業のサプライ
チェーン・パートナーを分散させ、安全保障上の懸念が大きい製品や技術の対中貿易を最小
限に抑えることは必要であるが、中国との経済関係を極端に絶つことは得策ではない。
実際には、日本も米国も、半導体製造用装置や集積回路といった安全保障上機微な製品では
対中輸出が減少しているが、一方で全体の貿易額は比較的安定しているか、またはわずかな
減少にとどまっている。このような国家安全保障上の懸念と経済的利益のバランスは、周到
な政策決定によって保たれていくべきである。
表明された見解は執筆者個人のものであり、米国政府またはウィルソン・センターの見解を
代表するものではない。

表明された見解は執筆者個人のものであり、米国政府またはウィルソン・センターの見解を代表するものではない。
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